
令和４年度　第四次富士市情報化計画実施状況一覧表 　　　　　　　　※備考欄には評価結果がＣとなった要因を記載しています。

上期 下期

1 1-1-1

市税のクレ
ジットカード納
付

重点
事業

〇 収納課

クレジットカード納付などの
キャッシュレス収納を追加
し、納付チャネルを拡大す
る。

完了
運用・
実施

運用・
実施

クレジット納付の推進
（ウェブサイト、ポス
ター、共通用封筒への印
字）　、QRコード対応シス
テム改修

B
終了（継
続しない）

変更なし

2 1-1-2

口座振替登録
のオンライン
申請

重点
事業

〇 収納課
市税等の口座振替登録申請
をウェブサイト上で行えるよ
うにする。

実施中
調査・
基礎
研究

要件
調査・
導入
検討

口座振替のオンライン申
請を実施している市に問
合せ、手続きや導入後
の状況を調査し、ネット
バンキング（楽天銀行
等）での口座振替のオン
ライン申請について調査
を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

3 1-1-3

介護ワンストッ
プサービスの
提供

重点
事業

〇 介護保険課

国が運営するマイナポータ
ルのぴったりサービスを用い
て、要介護認定申請など介
護保険サービスの利用に必
要な手続をオンラインで行え
る介護ワンストップサービス
を提供する。

実施中

要件
調査・
導入
検討

導入
準備

手続きのオンライン化に
向けた検討及び申請管
理システムの導入準備

B
現状維持
の方向

変更なし

4 1-1-4
子育て支援ア
プリ運用実施

重点
事業

〇
こども未来
課

妊娠期から子育て期に使用
する便利な機能と、市からの
お知らせなどの情報を１つに
まとめた、オールインワンの
「妊娠・子育て支援システム」
を導入し、令和４年度から運
用を開始する。

実施中
導入
準備

運用・
実施

8月3日からアプリの運用
を開始した。
委託者や関係各課と連
携してアプリ利用方法に
ついての説明会を開催し
たり、チラシ等を用いて
利用促進のための周知
を行った。また、アプリ内
に子育て関連イベントの
情報を掲載した。

A
現状維持
の方向

変更なし

5 1-1-5

子育てワンス
トップサービス
の提供

重点
事業

こども家庭
課、子育て
給付課、保
育幼稚園課

マイナンバーカードを用いた
オンラインで一括して手続が
行える「子育てワンストップ
サービス」のうち、「子育て支
援」に関するサービスの提供
を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

児童手当新規認定請求
ほか9業務について運用
するとともに、今年度中
に児童手当5業務、児童
扶養手当１業務、妊娠届
出１業務の運用を開始
する予定。

B
現状維持
の方向

変更なし

6 1-1-6
電子申請シス
テムの運用

推進
事業

〇
デジタル推
進課

インターネットを利用した申
請や手続のオンライン化をよ
り一層充実させ、市民がいつ
でもどこからでも身近に利用
できるサービスの提供を進
める。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

職員研修を開催するな
ど、庁内の各所属の利
用を促進し、手続等の電
子申請化を進めた。

B
拡大・拡
充の方向

変更なし

7 1-1-7
市民通報シス
テムの運用

推進
事業

〇
デジタル推
進課

市道の損傷や公園遊具の不
具合、ごみの不法投棄につ
いて、市民がスマートフォン
の位置情報機能やカメラを
利用し、アプリ上でいつでも
どこからでも投稿することが
でき、また、進捗状況や対応
結果をアプリ上で確認するこ
とができる。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

職員の操作も慣れてき
て、安定稼働している。
定期的に広報を行い、件
数は増加傾向が見られ
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

8 1-1-8

公共施設案
内・予約シス
テムの活用

継続
事業

〇
デジタル推
進課

本市が所有する施設の利用
（予約）状況をインターネット
に公開し、利用者がいつでも
どこからでも予約状況を確認
でき、一部施設においては
予約申請を行うことができる
サービスを提供する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

・インターネット予約申請
受付施設の周知を行
い、インターネット予約の
割合を向上させる。
・継続運用を行うととも
に、新システムの調査・
研究を行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

9 1-1-9
保育園等ICT
化事業

継続
事業

〇
保育幼稚園
課

令和３年４月より、公立園で
は園児の登降園管理と職員
の出退勤管理について、私
立園では給付費等の請求額
の算出について、運用開始
した。これにより、利用者の
利便性の向上、保育士等の
事務負担の軽減を図る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

ICTシステムの更なる活
用(指導監査に関する帳
票のデジタル化など)

B
現状維持
の方向

変更なし

10 1-2-1
ふるさと納税
自販機の導入

重点
事業

〇 産業政策課

富士川楽座にふるさと納税
ができる自販機を設置し、他
市・他県からの来訪者がそ
の場で寄附ができるようにす
る。当日受取が可能な返礼
品は、楽座で受け取ることが
できる。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

自販機の導入及び設
置、自販機経由での寄
附増加に向けた広報（ラ
ジオ、テレビ出演）、イベ
ント（除幕式）の実施、返
礼品の充実（現在17品
目）

B
現状維持
の方向

変更なし

今後の方
向性

今後の
事業分類

備考事業概要
実施
状況

中止・
未実施
の理由

スケジュール
実績R4

R4取組内容
評価
結果

所管部署№
事業
番号

事業名
事業
分類

DX

事業



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

上期 下期

今後の方
向性

今後の
事業分類

備考事業概要
実施
状況

中止・
未実施
の理由

スケジュール
実績R4

R4取組内容
評価
結果

所管部署№
事業
番号

事業名
事業
分類

DX

事業

11 1-2-2
キャッシュレス
決済の拡大

推進
事業

〇
デジタル推
進課

既にキャッシュレスを導入済
みの市税や証明書の交付手
数料などに加え、現金収受
を行っている証明書等交付
手数料についてキャッシュレ
ス決済を進める。また、現金
払としている施設の使用料
や納付書払としている保険
料などについても調査・研究
し、スマートフォンアプリ決済
やクレジットカード決済など
のキャッシュレス決済の導入
を順次進め、市民の利便性
の向上を図る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

14所属41業務でQRコー
ドによるキャッシュレス決
済を運用中である。未導
入の所属とヒアリングを
行い、導入検討を依頼し
た。

A
現状維持
の方向

変更なし

12 1-2-3

証明手数料の
PayPayでの支
払

推進
事業

〇 収納課
証明手数料について、
PayPayでの支払を行えるよ
うにする。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

利用拡大のためPRを
行った

B
現状維持
の方向

変更なし

13 1-2-4

旧公図・旧台
帳のデジタル
化

推進
事業

収納課

紙及びマイクロフィルムで保
管している旧図面や旧台帳
をデジタル化し、検索システ
ムの構築及び運用を行う。

実施中
導入
準備

運用・
実施

和紙旧公図のデジタル
化

B
現状維持
の方向

変更なし

14 1-2-5
ウェブ通訳シ
ステムの導入

推進
事業

〇
市民活躍・
男女共同参
画課

タブレット端末を使用し、多
言語でのテレビ電話通訳や
機械翻訳が可能なウェブ通
訳システムを導入する。これ
により、通訳者がいないため
にお互いの意思疎通を手探
りで進めている窓口対応の
問題を解消する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

外国人市民の窓口対応
や、庁舎外への通訳派
遣の際、ウェブ通訳シス
テムを利用することで、
人材確保が困難な場合
の通訳の充実を図った。

B
現状維持
の方向

変更なし

15 1-2-6

証明書手数料
等キャッシュレ
ス決済の運用

推進
事業

〇 市民課
証明書交付等手数料につい
て、キャッシュレス決済によ
る運用を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

運用における入金管理、
調定処理などを適切に
管理した。
キャッシュレス決済利用
率：5.2％（1月末現在）

B
現状維持
の方向

変更なし

16 1-2-7
混雑確認シス
テムの運用

継続
事業

〇

行政経営
課、シティプ
ロモーショ
ン課、デジ
タル推進
課、市民
課、こども
未来課、新
環境クリー
ンセンター

令和２年８月に新型コロナウ
イルス感染症の拡大防止を
主な目的とした連携協定を
株式会社ロコガイドと締結し
た。これにより同社から「混
雑ランプ」の提供を受け、公
共施設等の混雑状況を市民
に発信するものである。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

令和４年11月から新たに
新環境クリーンセンター
（家庭ごみ持ち込み）、ふ
じかぐやの湯の２施設で
混雑ランプを導入した。

B
現状維持
の方向

変更なし

17 1-2-8
おくやみ窓口
の運用

継続
事業

〇 市民課

死亡後の手続について、申
請書類の一括作成や手続の
ワンストップ化を行い市民
サービスの向上を図る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

おくやみ窓口の運用・実
施

B
現状維持
の方向

変更なし

18 1-2-9
発券機システ
ムの運用

継続
事業

〇 市民課

感染症対策など市民課待合
ロビーの混雑回避を図るた
め、混雑状況をウェブで確認
できる機能や携帯電話に
メール等で順番を知らせる呼
出機能を装備した発券機シ
ステムを運用する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

発券機システムの運用 B
現状維持
の方向

変更なし

19 1-3-1

マイナンバー
カードを活用し
たサービスの
拡充

重点
事業

〇
デジタル推
進課

マイナンバーカードを活用し
た行政サービスを拡充するこ
とによりカードの普及を促進
する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

マイナポイント申込支援
に併せ、保険証との連
携、公金受取口座の登
録の手続支援を実施し、
マイナンバーの普及促
進等に努めた。

B
現状維持
の方向

変更なし

20 1-3-2

マイナンバー
カードの健康
保険証対応
（国民健康保
険）

重点
事業

〇 国保年金課

令和４年10月予定の健康保
険証一体化により、医療機
関や薬局に設置されたカード
リーダーにマイナンバーカー
ドを読み込ませた後、顔写真
で本人確認をすることにより
健康保険証の提示が不要と
なる。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

被保険者証とマイナン
バーカードの紐づけ作業
の支援。

B
現状維持
の方向

変更なし

21 1-3-3

マイナンバー
カードの健康
保険証対応
（後期高齢者
医療）

重点
事業

〇 国保年金課

マイナンバーカードを後期高
齢者医療被保険者証として
利用することができるように
する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

被保険者証とマイナン
バーカードの紐づけ作業
の支援

B
現状維持
の方向

変更なし

22 1-4-1

最適な情報提
供手段の見直
し

重点
事業

シティプロ
モーション
課

ウェブサイト、メールサービ
ス、SNS、スマートフォンアプ
リ、コミュニティFM放送、コー
ルセンター、防災行政無線な
ど、市民に情報提供している
手段について、その役割・性
質、対象者に応じた仕組み
の見直しを随時実施する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

最適な情報発信手段
で、利用者に市の情報を
届けられるよう、発信手
段の特性などを研究し
た。

B
現状維持
の方向

変更なし
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23 1-4-2

防災（災害）情
報の複数メ
ディア一斉配
信

推進
事業

防災危機管
理課

防災ラジオで使用しているア
ナログ形式の電波は、国の
方針により電波の使用許可
が取り消される可能性があ
るため、これを念頭に新たな
情報伝達手段を検討する。
また、現在、同報無線（メー
ル）、防災ラジオに配信して
いる防災情報を、複数のメ
ディアにワンオペレーション
で一斉配信するシステムを
構築する。

実施中
導入
準備

運用・
実施

令和4年度末にシステム
の導入が完了する。次
年度に向けた本格的な
運用方法について検討
中。

B
現状維持
の方向

変更なし

24 1-4-3
SNSの運用・
充実

推進
事業

〇
シティプロ
モーション
課

SNSの特性を活かし、市民と
の双方向の交流や市民同士
の意見交流・情報共有を促
進する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

既存のツールを適切に
管理するとともに、機密
漏洩、個人情報流出な
どのリスク管理も行っ
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

25 1-4-4
動画等コンテ
ンツの充実

推進
事業

シティプロ
モーション
課

本市の情報を動画等を使っ
て効果的に伝える。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

現状利用しているサービ
スの運用を継続すること
とした上で、新たな技術
によるサービスについて
研究した。

B
現状維持
の方向

変更なし

26 1-4-5

コンテンツマネ
ジメントシステ
ムの評価・改
善

推進
事業

シティプロ
モーション
課

平成26年度に導入したコン
テンツマネジメントシステム
の評価を行い、改善につな
げる。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

市ウェブサイトへ有益な
情報を掲載できるよう努
めるとともに、次期導入
予定のコンテンツマネジ
メントシステムについて
検討した。

A
現状維持
の方向

変更なし

27 1-4-6
ふじタウンマッ
プの運用

推進
事業

デジタル推
進課

インターネットを利用した地
図上で、施設の情報、防災
情報、都市計画情報、バリア
フリー情報、食育情報・基準
点情報・認定路線網図を掲
載し広く公開を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

指定道路情報マップを追
加した。モバイルサイト
閲覧数は、年間指標を
達成できた。

B
現状維持
の方向

変更なし

28 1-4-7
道路情報電子
化事業

推進
事業

建築土地対
策課

建築基準法第42条に規定す
る指定道路等の情報をGIS
上で整備するとともに、建築
確認申請等に必要となる道
路情報の一部を、ふじタウン
マップにて公開する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

ふじタウンマップへの位
置指定道路（42条1項5
号）情報の掲載及び更
新

B
現状維持
の方向

変更なし

29 1-4-8

ふじタウンマッ
プによる下水
道台帳の公開

推進
事業

上下水道営
業課

現在、上下水道営業課及び
下水道施設維持課の窓口で
公開している下水道台帳に
ついて、市民や事業者がイ
ンターネット上で情報入手で
きるよう、ふじタウンマップ上
で公開する。

実施中

要件
調査・
導入
検討

導入
準備

機能要件の確定、予算
措置。

B
現状維持
の方向

変更なし

30 1-4-9

ごみ分別アプ
リ「さんあ～
る」の運用

継続
事業

〇
廃棄物対策
課

ごみ出し日の通知、ごみの
分別一覧表、ごみの分け方
便利帳、お知らせ機能など
が搭載したスマートフォン用
アプリ「さんあ～る」を通し
て、富士市のごみに関する
情報を発信する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

ダウンロード数18,000件
を達成

B
現状維持
の方向

変更なし

31 1-5-1
ハザードマッ
プの電子化

継続
事業

防災危機管
理課

ハザードマップを電子化し、
市ウェブサイトに公開する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

ふじタウンマップの管
理、運用(情報政策課予
算)
中小河川浸水想定区域
図(642千円)
内水ハザードマップの表
示検討(Ｒ５に河川課予
算で対応)

B
現状維持
の方向

変更なし

32 1-5-2
電子申告シス
テムの運用

継続
事業

市民税課、
収納課

eLTAX（エルタックス）による
インターネットを利用した電
子申告・申請・納税のサービ
スを拡大する。個人住民税
の特別徴収納税額通知の電
子化など、機能を強化する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

運用中のｅＬＴＡＸ（エル
タックス）に加え、令和5
年4月の税目拡大及び
地方税統一ＱＲコードへ
の対応を実施した。シス
テム改修、納付書対応、
納付書読込テストほか

B
拡大・拡
充の方向

継続事業
⇒重点事
業

33 1-5-3

ワンストップ総
合窓口システ
ムの運用

継続
事業

市民課

運用中のワンストップ総合窓
口システムを、関係法令改
正などにより必要に応じて改
修を行い、継続して運用して
いく。連携する部署の事務の
制度改正などにも対応して
いく。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

総合窓口ｼｽﾃﾑの運用・
維持管理

B
現状維持
の方向

変更なし

34 1-5-4
斎場予約シス
テムの運用

継続
事業

市民課
利用者が斎場の空き状況の
確認・予約を行えるシステム
を運用する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

予約システムの運用・実
施

B
現状維持
の方向

変更なし
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35 1-5-5

コンビニ交付
による証明書
交付サービス
の提供

継続
事業

市民課、収
納課

マイナンバーカードを利用
し、コンビニにおける住民票
の写し、印鑑登録証明書、戸
籍全部（個人）事項証明書、
税証明書などの交付サービ
スを行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

コンビニ交付サービスに
よる
　発行通数　50,000件
（見込）

B
現状維持
の方向

変更なし

36 1-5-6
スポーツ関連
情報の提供

継続
事業

文化スポー
ツ課、交流
観光課

スポーツ施設の予約状況や
スポーツ関連イベント・大会
などの開催情報を市ウェブ
サイトを活用し情報提供す
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

ウェブサイトに市のス
ポーツイベントやスポー
ツ施設の予約状況を公
開した。

A
現状維持
の方向

変更なし

37 1-5-7

避難行動要支
援者名簿シス
テムの運用

継続
事業

福祉総務課
災害時に支援が必要となる
市民の情報を一元管理す
る。

実施中
導入
準備

運用・
実施

新システム導入・データ
整備

B
現状維持
の方向

変更なし

38 1-5-8
バリアフリー
マップの運用

継続
事業

障害福祉課

公共・民間施設のバリアフ
リーに関する情報を公募し、
現況確認を行った上、市ウェ
ブサイトで公開。ふじタウン
マップで市民に情報公開す
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

新たにユニバーサル
シートのマークを追加し
た。

C
現状維持
の方向

変更なし

掲載されている
バリアフリー情
報について、民
間施設、店舗等
の情報は十分な
把握が難しく、バ
リアフリーマップ
への反映ができ
ていない.。

39 1-5-9

食育応援団
マップによる
食育情報の提
供

継続
事業

地域保健課

地元の食材を販売・使用して
いる店舗や食育体験活動な
どに取り組んでいる事業所・
団体などを、ふじタウンマッ
プで市民などに情報提供す
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムを運用して情報
提供を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

40 1-5-10

富士市自然環
境マップの活
用

継続
事業

環境保全課
環境学習などに利用してもら
うため、生き物の生息・生育
情報の提供を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

環境教育における基礎
資料としての活用

B
現状維持
の方向

変更なし

41 1-5-11

技能者の育成
に関する情報
の発信

継続
事業

商業労政課

ふじマイスター「匠人」の事業
内容やマイスターの情報を
ウェブサイトで情報発信す
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

ふじマイスター「匠人」の
事業内容やマイスターの
情報をウェブサイトで情
報発信した。

A
現状維持
の方向

変更なし

42 1-5-12

都市計画情報
マップによる
都市計画に関
する情報の提
供

継続
事業

都市計画課

ふじタウンマップにより様々
な都市計画情報を視覚的に
わかりやすいマップ形式で、
また、庁内の担当課窓口に
て情報を閲覧及び有償で印
刷できるサービスを提供す
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

・都市計画の決定・変更
に伴い、データを正確か
つ速やかに更新した。
・都市計画基本図につい
て、市域北東部の更新を
行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

43 1-5-13

屋外広告物規
制地域情報の
提供

継続
事業

建築土地対
策課

屋外広告物の規制地域図を
ふじタウンマップ上で公開
し、屋外広告物の規制地域
を市民・事業者にわかりやす
く表示する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

富士駅北口周辺地区の
更新に対応した。

B
現状維持
の方向

変更なし

44 1-5-14

認定路線マッ
プによる認定
路線情報の提
供

継続
事業

建設総務課

認定路線に関する情報をイ
ンターネット上で公開し、認
定路線の位置及び幅員など
の道路情報を視覚的に分か
りやすく表示するとともに、道
路台帳図として印刷できる
サービスを提供する。ふじタ
ウンマップで市民に情報公
開する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

市民や事業者の利便性
を高めるために、道路事
業による認定路線に対
する更新情報の掲載内
容を正確かつ速やかに
実施した。

B
現状維持
の方向

変更なし

45 1-5-15

ふじタウンマッ
プによる街区
基準点情報の
提供

継続
事業

建設総務課

国が設置して市に移管され
た、街区基準点の情報を
ウェブサイトで公開して、情
報を視覚的にわかりやすく表
示するとともに、印刷ができ
るサービスを市民や事業者
に提供する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

街区基準点の情報公開 A
現状維持
の方向

変更なし

46 1-5-16
文化財データ
の情報公開

継続
事業

文化財課

市内の文化財（埋蔵文化財
を含む）に関する情報をデー
タベースにて一括管理し、ふ
じタウンマップを導入して市
民に情報公開する。令和４
年度から令和６年度上期に
かけて登録データの精査、
令和８年度上期から導入準
備を行う。

実施中
調査・
基礎
研究

要件
調査・
導入
検討

導入方法の検討 B
現状維持
の方向

変更なし

47 1-5-17

富士市立博物
館収蔵品デー
タの情報公開

継続
事業

文化財課
（博物館）

富士市立博物館収蔵品に関
する情報をデータベースにて
一括管理し、インターネット
上で一部を市民に情報公開
している。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

前年度までに整理が完
了した未入力データを追
記し更新する。

C
現状維持
の方向

変更なし
収蔵品整理がな
かなか進んでい
ない。
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48 1-5-18

図書館の資料
検索・予約シ
ステムの運用

継続
事業

中央図書館

オンラインによる資料検索・
予約システムを運用し、貴重
資料のデジタルアーカイブ化
を進める。また、電子書籍や
オーディオブック等の電子資
料の閲覧システムを導入し、
市民がいつでも容易に図書
館資料を利用できるサービ
スを提供する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

資料検索・予約のオンラ
インシステムの運用。デ
ジタルアーカイブ化資料
の作成・公開。電子書籍
貸出サービスの導入、資
料購入

B
現状維持
の方向

変更なし

49 1-5-19
会議録検索シ
ステムの運用

継続
事業

議会事務局
本会議、常任委員会、特別
委員会の会議録の閲覧、検
索システムを運用する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

本会議、常任委員会、特
別委員会の会議録の閲
覧、検索システムを適切
に運用した。

B
現状維持
の方向

変更なし

50 1-5-20

本会議生中
継・録画配信
の運用

継続
事業

議会事務局
本会議の生中継・録画配信
を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

本会議の生中継・録画
配信をスマートフォン等、
様々なデバイスから閲覧
できるように適切に実施
した。

B
拡大・拡
充の方向

変更なし

51 1-5-21
税額試算シス
テムの運用

継続
事業

市民税課

市民が、パソコンやスマホを
使って自宅から住民税の税
額試算、ふるさと納税限度額
の確認ができる税額試算シ
ステムを導入する。
また、このシステムを利用す
ることで自宅のプリンターか
ら住民税申告書を印刷し、申
告時にそのまま提出すること
ができる体制を整える。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

申告会場における税額
試算システムの案内チラ
シの配布やふるさと納税
に係る問合せの際の同
システムの案内等により
周知を図り、令和４年中
のページビュー数は
20,078件となった。

B
現状維持
の方向

変更なし

52 2-1-1
GIGAスクール
構想の推進

重点
事業

〇 学校教育課

小中学校における高速大容
量のネットワーク環境の構築
及び児童生徒一人一台端末
の整備をする。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

・タブレット端末を効果的
に活用し、個別最適化さ
れた学びを展開した。
・教員のICT活用指導力
の向上を図るために、授
業支援や研修会等の支
援を充実させた。
・小学校１、２年生用タブ
レット追加整備した。

C
現状維持
の方向

変更なし

臨時コロナ交付
金を活用して小
学校1、2年生用
タブレットを追加
整備したことによ
り費用が増加し
た。

53 2-1-2

富士市立高等
学校校内LAN
整備事業

重点
事業

〇
富士市立高
等学校

ICT機器を活用した教育を推
進するという国のGIGAス
クール構想における高等学
校の整備目標を達成させる
ため、学習活動で使用する
教室等に高速・大容量通信
に対応できるLAN環境を整
備する。

実施中
導入
準備

運用・
実施

令和5年1月から5年契約
の校内LANシステム賃
貸借契約を締結し、校舎
棟、特別教室棟、体育館
に計48台のアクセスポイ
ントを設置した。

A
現状維持
の方向

変更なし

54 2-1-3

富士市立高等
学校ICT教育
推進事業

重点
事業

〇
富士市立高
等学校

ICT機器を活用した教育活動
を推進するため、ICT機器を
計画的に整備し維持管理す
る。令和4年度から始まる新
学習指導要領に合わせ、更
新時期を迎える特別教室に
配置している機器や教員用
機器を更新する。

実施中
導入
準備

運用・
実施

校務用パソコンシステム
を11月から5年リースで
導入した。生徒学習用の
パソコン整備は従来の4
教室から2教室に絞るこ
とで、動画編集・イラスト
デザインソフトやペンタブ
レットなど高規格な機種
を導入できた。

A
現状維持
の方向

変更なし

55 2-1-4

富士市立高等
学校遠隔・オ
ンライン教育
推進事業

重点
事業

〇
富士市立高
等学校

国のGIGAスクール構想に基
づき、全生徒に１人１台端末
を整備し、校内における教育
活動はもとより、家庭学習に
おいてもICT機器を活用でき
るよう環境整備を進める。ま
た、感染症等により学校が
休業となった場合、全生徒が
同じ環境で学習活動ができ
るよう貸出用端末などを整備
する。このほか、国内の遠隔
地や海外とオンラインでつな
がる教育活動を展開するた
め、オンライン教育に必要な
ハードやソフトを整備する。

実施中
導入
準備

運用・
実施

1人1台端末は、教員の
希望に沿ったマイクロソ
フトSurface GO3を720台
購入することができた。

B
現状維持
の方向

変更なし

56 2-1-5

看護学生への
デジタル技術
を活用した学
習支援

継続
事業

〇
看護専門学
校

デジタル技術を活用した高
度な教育が提供できる環境
を整備する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

C-ラーニング、ナーシン
グチャンネル、電子黒板
や教育用電子カルテの
導入・等ICTを活用した
学修支援

B
現状維持
の方向

変更なし
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57 2-2-1

災害時におけ
るドローン活
用

重点
事業

〇
防災危機管
理課

災害発生時にドローンの映
像を災害対策本部において
リアルタイムに視聴できるシ
ステムを導入する。また、ド
ローンで撮影した画像を、同
システムで地図上に重ね合
わせ、住家被害認定調査資
料を作成するなど、災害時に
おけるドローンの活用を推進
する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

令和4年7月に契約を行
い、総合防災訓練では
実際にドローンを飛行さ
せて実証を行った。ま
た、罹災証明書発行シス
テムとの連携についても
調整を進めている。

A
拡大・拡
充の方向

変更なし

58 2-2-2
シティプロモー
ションの推進

重点
事業

〇
シティプロ
モーション
課

富士市ブランドメッセージ「い
ただきへの、はじまり　富士
市」専用ウェブサイトの充実
を図る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

ブランドプロジェクト専用
ウェブサイトを運用する
とともに、市ウェブサイト
との整合性を検討し、一
元化に向けた研究をし
た。

B
縮小・縮
減の方向

変更なし

59 2-2-3

テレワーク推
進アドバイザ
リー支援

重点
事業

〇 産業政策課

テレワーク普及推進のため
の、専門的な知見や実績の
あるアドバイザーと契約を締
結し、効果的で効率的な事
業推進を実現する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

中小企業等振興会議テ
レワーク推進部会にアド
バイザーにも参加してい
ただき、テレワーク施策
についてのアドバイスを
もらい、ルードマップに
沿った事業を進捗してい
る。

B
縮小・縮
減の方向

変更なし

60 2-2-4

中小企業向け
テレワーク導
入促進

重点
事業

〇 産業政策課

ウェブ会議等の実施が困難
（不慣れ）な市内中小企業等
を対象に、ウェブ会議等を実
施できる場所を提供するとと
もに、ウェブ会議等の進め方
や機器等の取扱などを指導
し、テレワークの実施等普及
推進を図る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

テレワーク等導入してい
ない事業者に対して、補
助金を活用してテレワー
ク機器の導入を促進し
た。さらに、テレワーク導
入に関するあらゆる相談
に対応し、市内事業者の
テレワーク導入を支援し
た。

B
縮小・縮
減の方向

変更なし

61 2-2-5

テレワーク導
入促進セミ
ナー開催

重点
事業

〇 産業政策課

市内企業にテレワーク導入
を促進するためには、企業
内で人材確保が必要となる
ことから、アドバイザー監修
のもと市内企業向けのテレ
ワーク導入促進セミナーを実
施し、企業内でテレワーク導
入の指導等ができる人材を
育成する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

アドバイザーによる1月
26日に市内企業を対象
にDX促進セミナーを実
施。会場とオンラインを
合せて144名が聴講。先
行事例等の発表が好評
であり、その後の相談に
繋がっている。

B
現状維持
の方向

変更なし

62 2-2-6

IT導入支援事
業者等立地促
進事業補助金

重点
事業

〇 産業政策課

市内への中小等のIT導入支
援事業者（国事業における
登録を要するITベンダー）の
立地を促進する補助制度を
創設する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

IT導入支援事業者が市
内にオフィスを1件立地し
た。

A
現状維持
の方向

変更なし

63 2-2-7

ITベンダー・市
内中小企業等
ビジネスマッ
チングフェア
の開催

重点
事業

〇 産業政策課

中小ITベンダーと市内中小
企業との交流を促進し、新た
なビジネスチャンスを創出す
るため、新たにビジネスマッ
チングフェアを開催する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

令和5年2月にものづくり
力交流フェアとの共催に
より開催。ITベンダー9社
が出展し、中小企業等の
IT・DXの導入や普及促
進のほか、ITベンダーと
の交流の促進を図った。

B
縮小・縮
減の方向

変更なし

64 2-2-8

新富士駅コ
ワーキングス
ペース・シェア
オフィス整備

重点
事業

〇 産業政策課

新富士駅（ASTY新富士）に
個室や会議室を備えたコ
ワーキングスペース・シェア
オフィスを整備し、運営は民
間事業者に委託する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

新富士駅シェアオフィス
を1月6日に開所した。ま
たソフト事業として、ウェ
ブ作成、交流会、モニ
ターツアーを年間通して
実施した。

B
縮小・縮
減の方向

変更なし

65 2-2-9

産業支援セン
ターの有効活
用

重点
事業

産業政策課

地域産業支援センターの支
援内容や相談予約、企業支
援情報など、市内事業者が
情報を得やすい環境を整え
るため、ウェブサイトを構築
する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

販路開拓相談に関連し
た、IT/DX相談が増加傾
向である。また、センター
業務の効率化を図るた
め、事業者支援システム
を投入した。

B
現状維持
の方向

変更なし
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66 2-2-10
消防活動用ド
ローンの導入

重点
事業

〇 警防課

ドローンは、機体性能の向上
により消防防災分野におい
ても全国的に導入が進み、
令和３年７月の熱海市土砂
災害においても、その効果
が確認された。令和３年４月
１日現在、全国724消防本部
中263消防本部（36.3%）に消
防活動用ドローンが配備さ
れている。
消防本部は、令和４年度か
ら赤外線画像等による高い
情報収取能力を備えた消防
活動用ドローンを導入し、防
災危機管理課の遠隔情報共
有システムと連携させること
で、災害時に運用する。

実施中
導入
準備

運用・
実施

8/31運航要員ライセンス
取得
9/6国（国土交通省）へ
の機体登録完了
9/29機体納品
9/29～11/21運航前特
別訓練実施
11/22運航要領制定
12/1運航開始

A
現状維持
の方向

重点事業
⇒継続事
業

67 2-2-11
SDGs推進事
業

推進
事業

企画課

SDGs未来都市の取組とし
て、プラットフォームを発足さ
せるにあたり、ポータルサイ
トを作成する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

・応援団、登録企業、宣
言者などの掲載
・行政課題の公募

A
拡大・拡
充の方向

変更なし

68 2-2-12
公衆無線LAN
環境の検討

推進
事業

〇
デジタル推
進課

公共施設などの公衆無線
LAN環境について研究する。

実施中
調査・
基礎
研究

調査・
基礎
研究

実務への活用は出来て
いない状況だが、年間を
通じて事例紹介、イベン
ト紹介等で情報収集を
行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

69 2-2-13
eスポーツの
研究

推進
事業

〇
デジタル推
進課

市民にeスポーツに対する理
解を深めてもらい、くらしの
質の向上及びにぎわいを創
出するため、庁内に研究会
を立ち上げ、研究調査を行
う。民間と協力してイベントの
開催を検討し、実現につなげ
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

小学生を対象としたプロ
グラミング教室をとおし
てアンケート等の基礎
データを収集するととも
に、他自治体の事例研
究などを行った。

A
現状維持
の方向

変更なし

70 2-2-14

まちづくりセン
ターのデジタ
ル通信環境整
備

推進
事業

〇
まちづくり
課

貸与端末として、まちづくりセ
ンターにおける無線を利用し
たインターネット環境の提供
のため、モバイルルーターの
整備のほか、まちづくりセン
ター利用者がオンライン会議
や情報発信を可能とするた
め、タブレットの整備を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

タブレット端末やルー
ターを用い、地区の会議
をオンライン等で開催し
た。
各地区まちづくり協議会
が、タブレット端末や
ルーター等を用いてSNS
を開設し情報発信を行っ
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

71 2-2-15

認知症高齢者
保護情報共有
システムの運
用

推進
事業

〇
高齢者支援
課

事前登録した情報を照会で
きる個別番号及び二次元
バーコードを記載したシール
を徘徊高齢者等に配布し、
身に付けてもらうことにより、
行方不明となった際に二次
元バーコードを読み取った発
見者との間でインターネット
接続環境下において通信
し、徘徊高齢者等の早期の
保護に努める。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

コンビニへのポスター貼
付、認知症サポーター養
成講座受講者への協力
依頼、安心おかえり事業
使い方講座の開催等

B
現状維持
の方向

変更なし

72 2-2-16
ICTを活用した
特定保健指導

推進
事業

国保年金課

特定保健指導では、毎年繰
り返し対象となる方や電話連
絡のつかない方が年々増加
していることに加え、コロナ
禍により対面指導の実施が
難しい状況であることから、
ICTを活用したオンラインに
よる対面指導を行い、対象
者が保健指導を利用しやす
い環境を整備する。令和３年
11月、静岡県の「保健指導
遠隔実施市町モデル事業」
に応募した。令和４年度は、
前年度に引き続き、効果検
証等を行う。

実施中
調査・
基礎
研究

調査・
基礎
研究

静岡県の「保健指導遠
隔実施市町モデル事業」
に参加

C
現状維持
の方向

変更なし

県の事業開始が
遅れ、効果検証
を行う期間を確
保できなかった。

73 2-2-17

高齢者の保健
事業と介護予
防等の一体的
な実施

推進
事業

国保年金課

高齢者を対象に、KDB（国保
データベース）システム等か
ら、健康課題を把握・分析
し、支援する対象者を抽出
し、関係団体との協力のも
と、高齢者に対する個別的
支援（ハイリスクアプローチ）
や、通いの場等への積極的
な関与（ポピュレーションアプ
ローチ）双方を行い、保健指
導や健康相談等を通じ、高
齢者を医療サービスにつな
げる。

実施中
導入
準備

導入
準備

令和５年度からの実施
に向け、プロジェクト会
議、連携会議を開催し、
事業等の検討を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

74 2-2-18
交通系ICカー
ドの導入検討

推進
事業

都市計画課

公共交通の利便性を向上さ
せるため、公共交通機関に
交通系ICカード決済機器の
導入検討を行う。

実施中
調査・
基礎
研究

調査・
基礎
研究

交通事業者による設置
済み交通系ＩＣ決済の運
用及び追加の導入検討
を実施した。

C
現状維持
の方向

変更なし

デマンドタクシー
への交通系IC決
済の導入につい
て調査・研究を
行った。
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75 2-2-19

文化会館会議
室の公衆無線
LAN環境の整
備

継続
事業

〇
文化スポー
ツ課

富士市文化会館の会議室
（１～４及び特別会議室）の
利用者にモバイルルーター
の貸出を行う。令和６年度以
降は、令和３年度から令和５
年度までの運用実績や通信
技術の発展等を踏まえ、対
応を検討する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

運用・実施、会議室以外
の施設等も含めた通信
体制整備の検討

B
現状維持
の方向

変更なし

76 2-2-20
ふじ健康ポイ
ント事業

継続
事業

〇 健康政策課

スマートフォンアプリ上で、歩
数の記録や獲得したポイント
の集計、抽選による報奨の
配達処理までを自動で行う。
また、健康に関する様々なコ
ンテンツを利用者に対して提
供する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

　新規登録者の獲得と、
抽選権獲得者数の増加
を図る。自所属はもとよ
り、他部署のイベントに
おいても協力を仰ぎ、ア
プリの登録者の増加を
図る。今年度は環境部
1to協働した。

B
現状維持
の方向

変更なし

77 2-2-21
JPQR普及事
業

継続
事業

〇 商業労政課
JPQRに関する情報を市内の
店舗等に提供し、JPQRの普
及を図る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

国や県からのＪＰＱＲに
関連する情報を商業団
体に周知した。

C
現状維持
の方向

変更なし

手数料等の要因
により、キャッ
シュレス決済の
導入普及率が伸
び悩んでいる。

78 2-2-22

バーチャルラ
イド用コース
の活用

重点
事業

○ 交流観光課

日本一の富士山へ上る登山
ルート3776のルートを模し
た、バーチャルサイクリング
コースを作成し、全国のサイ
クリストへ発信する。同様
に、富士市の景色を一望で
きるキウイマラソンのコース
も同様にバーチャルライド
コースとして作成する。

実施中
導入
準備

運用・
実施

コースの作成として、
ルート選定・撮影を終
え、現在公開に向けた編
集作業を委託業者が
行っている

B
現状維持
の方向

変更なし

79 2-2-23
最先端医療機
器の導入

重点
事業

○ 病院総務課

高度急性期医療を担う地域
の基幹病院として、市民に最
先端医療の提供をするた
め、計画的にAI・遠隔ロボッ
ト等の最先端医療機器の導
入を行う。

実施中
導入
準備

運用・
実施

手術支援ロボットの導入
を行った。

A
現状維持
の方向

重点事業
⇒継続事
業

80 2-3-1

オープンデー
タの提供・活
用

重点
事業

〇
デジタル推
進課

本市が保有する各種情報
を、静岡県が運営する「ふじ
のくにオープンデータカタロ
グ」に公開し、二次利用を促
進する。機械判読に適した
データ形式で、二次利用が
可能な利用ルールで公開す
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

新規公開にかかるデー
タの収集、公開作業を行
うとともに、更新される自
治体標準オープンデータ
セットについて研究を
行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

81 2-3-2

第５世代移動
通信システム
5Gの活用

重点
事業

〇
デジタル推
進課

通信手段である5Gの超高
速、超低遅延、多数同時接
続といった特徴を活かし、
様々な分野において活用可
能性を検討する。

実施中
調査・
基礎
研究

調査・
基礎
研究

年間を通じ、セミナー・展
示場等で情報収集した。
特に、NTTe-CITYラボの
視察で、自動運転や農
業等へのローカル５G利
活用事例、商用５Gの超
高速低遅延等のメリット
が受けにくいこと、数年
前より導入コスト減であ
ること等を学んだ。

B
現状維持
の方向

変更なし

82 2-3-3

設計書情報提
供システムの
運用

推進
事業

〇 総務課

工事等の金入り設計書につ
いて、これまでの公文書公開
制度に基づく対応に替え、シ
ステムを導入することによ
り、ウェブサイトを利用した非
接触型の情報提供を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

建設工事等の金入り設
計書に係るネットワーク
利用による申請者への
迅速な情報提供

B
現状維持
の方向

変更なし

83 2-3-4
ビッグデータ
の提供・活用

推進
事業

〇
デジタル推
進課

ビッグデータについて分析手
法、効果などの研究を進め
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

ビッグデータが、どのよう
な活用が出来るか等を
研究調査する。

B
現状維持
の方向

変更なし

84 2-3-5

建設工事にお
ける情報共有
システムの活
用

推進
事業

〇 建設総務課

建設工事において、受発注
者間で工事書類などの情報
を交換・共有するシステムを
活用する。

実施中 その他
運用・
実施

運用・
実施

建設工事において、受注
業者とシステムを介した
情報共有を行った。

B
現状維持
の方向

推進事業
⇒継続事
業

85 2-3-6

新たなモビリ
ティサービス
（MaaS・自動
運転など）の
導入検討

推進
事業

〇 都市計画課

快適な移動サービスを提供
する「ＭaaS」や自動運転に
よる交通サービスなど新たな
輸送サービスの導入に向け
た研究・検討を行う。

実施中
調査・
基礎
研究

要件
調査・
導入
検討

先進地（会津若松市等）
への視察、関東経済産
業局等によるＭａａＳ勉
強会やシンポジウムに
参加・出席

B
現状維持
の方向

推進事業
⇒重点事
業

86 2-3-7

バスロケー
ションシステム
情報の利便性
の向上

推進
事業

〇 都市計画課

交通事業者と協働で、情報
の共通フォーマット化を図る
とともに、インターネットによ
りバスの運行状況等の情報
を公開するほか、市内の主
要な交通結節点や公共施設
に表示器を設置する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

交通事業者によるバスロ
ケーションシステムの運
用、GTFS化の検討

B
現状維持
の方向

変更なし
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87 2-4-1

デジタル格差
解消のための
産学官民連携
事業

重点
事業

〇
デジタル推
進課

富士市ITサポーターという制
度を設け、動画コンテンツ等
の再利用性が高いものを教
材として作成し、一定の研修
を修了した学生等の市民を
サポーターと認定する。認定
したサポーターには、スマー
トフォン教室等の講師や補
助員を務めてもらう。また、ス
マートフォンに苦手意識のあ
る高齢者等を対象に、スマー
トフォン教室やスマートフォン
相談会を実施する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

基礎講座、応用講座及
び相談会を26地区で延
べ52回開催した。

A
現状維持
の方向

変更なし

88 2-4-2

「やさしい日本
語」支援ツー
ルの運用

重点
事業

〇
市民活躍・
男女共同参
画課

市ウェブサイトを「やさしい日
本語」に変換するツールを導
入することにより、市から発
信される情報を素早く的確に
外国人市民へも伝えることが
できるようにする。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

「やさしい日本語」変換
ツールを活用し、市の
ウェブサイトの情報を、
母語が異なる多くの外国
人市民に伝えることがで
きるよう進めた。

B
現状維持
の方向

変更なし

89 2-4-3

QRコード活用
外国人向け通
知閲覧サイト
の開設

重点
事業

〇
市民活躍・
男女共同参
画課

市民宛に発送される通知に
記載されたQRコードからアク
セスができる、通知内容を多
言語で確認できる専用の
ウェブサイトを開設する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

多言語通知照会ウェブ
サイトにより、外国人市
民が、市から発送される
通知に記載されたQR
コードを利用し、専用
ウェブサイトから、多言
語化された通知の内容
を確認できるよう運用を
開始した。

B
現状維持
の方向

変更なし

90 2-5-1

富士市災害情
報共有システ
ムの構築

継続
事業

防災危機管
理課

平成25年の災害対策基本法
の改正に伴い、災害時には
市の判断で被災者台帳を作
成することが規定され、災害
情報共有システムを構築し
た。
令和４年度以降は、これまで
に構築したシステムについ
て、関係法令の改正等に基
づくシステムの更新や運用
管理を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

導入したシステムの運用
罹災証明書のオンライン
申請に対応するための
改修

C
現状維持
の方向

変更なし

ドローン映像共
有システムと罹
災証明書発行シ
ステムとのデー
タ連携が、デジタ
ル田園都市国家
構想交付金事業
に採択されたこ
とから追加整備
を行ったことによ
り費用が増加し
た。

91 2-5-2

市ウェブサイト
のアクセシビリ
ティの確保

継続
事業

シティプロ
モーション
課

障害者や高齢者などにも使
いやすい、便利で役立つサ
イトであるよう運用する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

各部署で作成したページ
のアクセシビリティにつ
いて、確認・修正を行うと
ともに、庁内ルールが徹
底できるよう、CMS研修
や広報広聴委員研修を
開催した。

B
現状維持
の方向

変更なし

92 2-5-3
電子入札シス
テムの活用

継続
事業

契約検査課

建設工事（設計金額130万円
以上）及び建設関連業務委
託（設計金額50万円以上）に
ついて、電子入札により執行
する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

建設工事（設計金額１３
０万円以上）及び建設関
連業務委託（設計金額５
０万円以上）について、
電子入札による執行を
継続した。

B
現状維持
の方向

変更なし

93 2-5-4

認知症徘徊高
齢者探索シス
テムの運用

継続
事業

高齢者支援
課

行方不明になるおそれがあ
る認知症高齢者を介護して
いる家族に、位置情報検索
端末（GPS）を貸与し、認知
症による行方不明高齢者の
早期発見、事故防止を図る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

ふじパワフル８５計画Ⅵ
（R3～5）において、認知
症施策の一つに位置付
け、事業の継続。

A
現状維持
の方向

変更なし

94 2-5-5

地域包括支援
センター支援
システムの運
用

継続
事業

高齢者支援
課

地域包括支援センターと市を
ネットワーク化し、センター間
及び市福祉保健部門との情
報連携を図ることにより、地
域の高齢者が介護保険など
公的サービスのみならず、イ
ンフォーマルなサービスを含
む多様な社会資源を適時適
切に活用できるように支援す
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

現行システムの運用継
続

B
現状維持
の方向

変更なし

95 2-5-6

TMO・商工団
体・中小商業
者等との情報
交流の支援

継続
事業

商業労政課

各団体や組織でそれぞれ
ウェブサイトを所有し、情報
発信は行っていることから、
行政が統一的な情報ネット
ワークを構築することについ
ては、必要はないと思われ
る。ただし、各団体との情報
共有を図ることや、情報発信
の効率化を高めることは必
要であり、また、行政の支援
策の周知についても、ウェブ
上で積極的に行う必要があ
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

「富士市まちなかにぎわ
い情報局」により、関係
団体の事業の情報を発
信した。

B
現状維持
の方向

変更なし
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96 2-5-7

労働・雇用情
報の積極的な
発信及びICT
を活用した相
談業務

継続
事業

商業労政課

ハローワーク富士の求人情
報、内職の求人情報、勤労
者向けの各種利子補給制
度、最低賃金改正のお知ら
せ、ほか労働・雇用に関する
情報を市ウェブサイトへ掲載
する。またSNSをイベントや
制度の周知に活用する。ICT
を活用した相談業務を実施
する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

ハローワーク富士の求
人情報、内職の求人情
報、勤労者向けの各種
利子補給制度、最低賃
金改正のお知らせ、ほか
労働・雇用に関する情報
を市ウェブサイトへ掲載
した。またSNSをイベント
や制度の周知に活用す
る。ICTを活用した相談
業務を実施した。

B
現状維持
の方向

変更なし

97 2-5-8
産業交流展示
場の有効活用

継続
事業

商業労政課

富士市産業交流展示場ふじ
さんめっせは、平成20年から
本市の産業交流を目的とし、
市委託事業及び自主事業の
実施、指定管理者による施
設の管理運営などが行われ
ている。引き続き、携帯メー
ルマガジンやツイッターなど
の新たなコミュニケーション・
サービスを導入するなど、
ICTを活用した情報発信につ
いて検討していく。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

市のウェブサイトやＳＮＳ
により情報発信を行っ
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

98 2-5-9
観光プロモー
ションの推進

継続
事業

交流観光課

観光看板や各種パンフレット
などに富士山観光交流
ビューロー等のウェブサイト
のQRコードを積極的に掲載
し、観光客が手軽に観光情
報を得られるための環境を
整備する。また、国内外の旅
行者に対するICTを活用した
効果的な情報発信や継続的
なコンテンツの更新に努め
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

logoフォームを活用した
パンフレット請求や提出
書類の受付を開始。また
富士市ウェブサイトや各
事業の関連サイトのQR
コードをパンフレットや
リーフレットに掲載。

B
現状維持
の方向

変更なし

99 2-5-10
土地利用情報
の提供

継続
事業

都市計画課

ふじタウンマップ及び庁内の
担当課窓口において、低・未
利用地の現況統計情報を
マップ形式で提供する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

ウエブサイトにおいて、
低・未利用地情報を公開
した。

B
現状維持
の方向

変更なし

100 2-5-11

土地区画整理
事業完了地区
の座標値発行
業務

継続
事業

市街地整備
課

国土調査法19条５項の指定
を受けた土地区画整理事業
完了地区の測量成果（座標
値）の電子化を図り、地籍管
理システム（地籍フォーマット
2000）で閲覧希望者に必要
な箇所の座標データを発行
する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムを使用して対応
した件数→5件

B
現状維持
の方向

変更なし

101 2-5-12
河川監視シス
テムの運用

継続
事業

河川課

主要水門などの運転状態及
び上流水位・下流水位など、
計測情報データをテレメータ
化、並びにライブカメラを設
置することにより、市庁舎の
水門中央操作盤にて水門・
ポンプ場・調整池の遠方制
御を行い河川の状況を遠方
監視する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

継続運用を行った。 B
現状維持
の方向

変更なし

102 2-5-13

消防通信指令
システムの運
用

継続
事業

情報指令課

119番の受信から地図検索、
車両の編成、出動指令のほ
か、指令情報及び支援情報
の情報管理を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

ＡＶＭリース、消防通信
指令施設保守、地図
データ更新、電話通訳業
務委託

B
現状維持
の方向

変更なし

103 2-5-14

学校等防犯関
連システムの
運用

継続
事業

教育総務課

不審者などの危険情報連絡
や気象警報発令時の自宅待
機連絡などの学校からの緊
急連絡に対応するため、子
ども安全連絡網を整備する。
保護者（受信者）が携帯メー
ル・FAX・電話のいずれかを
予め登録しておき、学校から
の連絡を受信するシステム
を運用する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

学校からの緊急連絡を
保護者へ迅速かつ正確
に届けることができてい
る。

B
現状維持
の方向

変更なし

104 2-5-15

児童生徒への
ICTによる学
習支援

継続
事業

学校教育課

小中学校の教育用情報機器
等の整備、普通教室や特別
教室、パソコン室等無線LAN
の整備を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

・パソコン教室やＩＣＴ機
器の整備を行うと共に、Ｉ
ＣＴを活用した授業支援
を行った。
・教員のＩＣＴ活用指導力
の向上を図るために、授
業支援や研修会等の支
援を充実させた。

B
縮小・縮
減の方向

変更なし

105 2-5-16
学校図書館シ
ステムの運用

継続
事業

学校教育課

小中学校の学校図書の貸
出・返却業務、蔵書管理、学
校間のシステムによる連携
を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

・図書の貸出・返却業務
・蔵書管理
・学校間のシステム連携

B
現状維持
の方向

変更なし
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106 2-5-17
ICT支援員の
配置

継続
事業

学校教育課
市内小中学校に、情報教育
指導を支援する支援員を配
置する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

・各学校を巡回し、教職
員や児童生徒に対してＩ
ＣＴ機器の操作支援や授
業支援を実施するととも
に、情報モラルに関する
指導を行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

107 2-5-18

中央図書館公
衆無線LAN運
用

継続
事業

中央図書館

平成30年２月に導入した公
衆無線LANの運用を行い、
利用件数の推移を定期的に
確認する。また、図書館での
無線LAN環境のあり方につ
いて検討する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

図書館利用者に広く無
線LANを開放し、利用状
況を把握した。

B
現状維持
の方向

変更なし

108 3-1-1

AI、IoTの行政
サービスへの
活用

重点
事業

〇
デジタル推
進課

様々なモノとインターネットを
つなぐ（IoT）仕組みや人工知
能（AI）などの最新のデジタ
ル技術や運用事例等を研究
し、本市の業務運用に活用
できるよう調査研究を行う。

実施中
調査・
基礎
研究

調査・
基礎
研究

ベンダーへの企業訪問
及びWEB会議を行い、最
新ソリューションの調査
を行った。IoT&5Gソ
リューション展に参加し、
情報収集を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

109 3-1-2

デジタルマー
ケティング推
進事業

重点
事業

〇
デジタル推
進課

情報を届けたい対象に、最
適なタイミング、頻度、手法
で届けられるよう、動画共有
サイトやSNSでのウェブ広告
配信を活用し、マーケティン
グ手法を使った情報の再発
信、閲覧者の属性データ分
析を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

デジタルマーケティング
を各所属と協働で23事
業実施した。職員向けデ
ジタルマーケテイング研
修を２回（初級・中級：計
63人）実施した。

B
現状維持
の方向

変更なし

110 3-1-3

保育所入所AI
マッチングの
運用

重点
事業

〇
保育幼稚園
課

保護者の就労形態の多様
化、保育施設数の増加など
により、年々複雑化している
保育施設の入所選考作業
に、AIを用いたシステムを導
入し、入所選考に係る時間
の削減と選考結果を迅速に
通知するなど市民サービス
の向上を図る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

AIマッチングシステムに
より保育所の入所選考
を実施

B
現状維持
の方向

変更なし

111 3-1-4

森林地におけ
るドローンを用
いた測量技術
の運用

重点
事業

〇 環境総務課

令和２年10月５日に成立した
「富士市富士・愛鷹山麓地域
の森林機能の保全に関する
条例」が令和３年４月１日に
施行された。この条例では森
林の伐採面積を正確に把握
し、事業者への指導等を行う
必要があることから、ドロー
ンを用いた測量システムを運
用する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

・システムの運用と体制
維持
・測量ソフトの改修によ
り、林冠閉塞率の計測を
可能とした

B
現状維持
の方向

変更なし

112 3-1-5

埋立地におけ
るドローンを用
いた測量・解
析技術の運用

重点
事業

〇
建築土地対
策課

市の許可を得ない不適正な
盛土が増加する中、事業主
に対して中止命令及び原状
回復命令等の行政処分を
行っているが、その際に詳細
な面積及び土量を算定する
必要がある。また、許可事業
地における安全点検や監視
強化も必要であり、対象事業
地も今後も増加することが想
定されるため、測量業務の
発注では多額の費用が見込
まれる。これらのことから、短
時間で測量等が行えるド
ローンを令和３年に導入し、
今後は職員で測量等を行っ
ていくため、職員の免許取得
及び測量技術等の習得を図
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

職員２人がドローンの操
縦免許及び測量技術を
取得した。また、外部の
業者等に委託せず、当
室の職員がドローンを用
いたレーザー測量及び
画像解析、地形測量、事
業地の定点観測ができ
るよう習得し、事業地の
測量及び画像解析など
を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

113 3-1-6 RPAの利活用
継続
事業

〇
デジタル推
進課

RPAツールの保守、プログラ
ムの作成、保守、作成支援、
操作研修を実施する。必要
に応じてライセンスの追加を
検討する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

RPAツール保守、プログ
ラムの作成・保守・作成
支援、操作研修を実施し
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

114 3-1-7

衛星画像のAI
解析による漏
水調査

推進
事業

○ 水道維持課

衛星画像のAI解析による漏
水調査を実施し、上水道管
の漏水を効率的に発見す
る。

完了
運用・
実施

-

衛星画像のＡＩ解析によ
る漏水調査業務の発
注、成果品の受理。

B
終了（継
続しない）

変更なし

115 3-2-1
テレワークの
運用

重点
事業

〇

人事課、行
政経営課、
デジタル推
進課

テレワーク機器や勤務条件
等、テレワークを可能とする
環境を整備し、職員の新しい
ワークスタイルを導入する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

テレワークの本格実施・
実施状況把握

A
現状維持
の方向

変更なし

116 3-2-2

ICTを活用した
新しいワーク
スタイルの研
究

重点
事業

〇
デジタル推
進課

最新のデジタル技術や運用
事例等を研究し、本市の業
務運用に活用できるよう調査
研究を行う。

実施中
調査・
基礎
研究

調査・
基礎
研究

ベンダーへの企業訪問
やヒアリング、展示会等
で情報収集をし、導入可
能性について研究した。

B
現状維持
の方向

変更なし
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事業

117 3-2-3

タブレット端
末・ペーパー
レス会議シス
テムを活用し
た議会運営

重点
事業

〇 議会事務局

議員、議会事務局において
タブレット端末及びペーパー
レス会議システムを導入し、
会議資料のデータ化及び
ペーパーレス会議の開催な
ど、議会運営のDXを図る。
議員全員がオンライン研修
を受講できる環境を整えると
ともに、オンライン会議の活
用についても検討する。ま
た、議員活動の中で市民に、
端末を活用した分かりやす
い説明を行えるようにする。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

タブレット端末の導入及
び操作・セキュリティ対策
研修の開催。９月定例会
での会議資料の紙・デー
タを併用した試行運用を
経て、11月定例会より本
格運用した。11月・２月
定例会等での会議資料
のペーパーレス化率は
約90％（資料の種類別
に集計）

B
現状維持
の方向

変更なし

118 3-2-4
ウェブ会議シ
ステムの活用

継続
事業

〇
デジタル推
進課

ウェブ会議システムを利用す
る環境を整備、運用する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

機材の貸し出し及び会
議運営支援、運用保守、
ライセンスの更新を行っ
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

119 3-3-1
情報化推進体
制の強化

重点
事業

〇
デジタル推
進課

・富士市情報化推進本部設
置規程に基づき、本市の情
報化を総合的に推進する組
織を運営する。
・富士市情報政策アドバイ
ザー設置要綱に基づき高度
な専門的知識、経験や優れ
た識見を有する民間人材を
登用し、情報化に関する政
策的又は専門的な事項につ
いて助言を受ける。
・情報化の取組を戦略的、包
括的に推進するための組織
の設置や組織が有する機
能・権限等を検討する。
・自治体DX推進計画におい
て国から外部人材の積極的
な任用等が求められている
ことから検討を進める。
・デジタル化に関する研修の
実施を通して、職員の意識
改革やスキルの底上げを図
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

情報化推進本部会議・
幹事会・ワーキングを各
2回開催した。また、情報
政策アドバイザー2名委
嘱中であり、　アドバイ
ザー会議を6回開催し
た。

A
現状維持
の方向

変更なし

120 3-4-1

自治体情報シ
ステム標準
化・共通化の
推進

重点
事業

〇
デジタル推
進課

国が令和２年12月に策定し
た「自治体デジタル・トランス
フォーメーション(DX)推進計
画」において、「自治体の情
報システムの標準化・共通
化」が重点取組事項として位
置づけられ、目標時期である
令和７年度までの移行に向
け計画的な取組が求められ
ている。
本市は、総務省の標準化検
討委員会構成員となってお
り、様式・帳票の標準化等に
ついて、自治体、事業者及び
国が協力して具体的な検討
を行っている。
地方公共団体情報システム
の標準化に関する法律の令
和３年９月施行を受け、今
後、順次取りまとめられる標
準仕様書及び手順書に基づ
き移行作業に取り組む。
移行費は共同電算化事業で
予算化する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

令和4年8月末以降に国
から標準化対象20業務
の標準仕様書等が発出
及び更改されたため、国
の手順書に従い、各業
務担当課において標準
仕様との比較分析作業
を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

121 3-4-2
共同電算化の
推進

重点
事業

〇
デジタル推
進課

オープン系システムなどの導
入により、情報システムの最
適化に取り組む。その手法と
して富士宮市との共同電算
化を推進する。また、標準化
への対応を含め、次期シス
テムへの移行を行う。

実施中

要件
調査・
導入
検討

要件
調査・
導入
検討

次期事業の業務基本計
画策定

B
現状維持
の方向

変更なし

122 3-4-3
共同電算シス
テムの運用

推進
事業

デジタル推
進課

市民サービス、行政事務、安
全・安心のレベルアップを目
指し、富士宮市と共同で導入
した基幹系及び内部情報系
情報システムの管理運用を
行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

富士市・富士宮市共同
電算化事業実施計画に
基づきシステムを運用し
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

123 3-4-4

学校給食費・
校納金徴収事
業

推進
事業

教育総務課

学校給食の公会計化に合わ
せて、学校給食費及び校納
金の徴収・管理業務をシステ
ムを導入して教育委員会が
集約して行う。

実施中
導入
準備

導入
準備

学校給食費・校納金徴
収システムを導入し、テ
スト運用を行っている。

B
現状維持
の方向

変更なし
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124 3-5-1

例規総合管理
システムの運
用

継続
事業

総務課

本市の例規をシステム管理
することにより、例規改正に
おける業務効率の向上が図
られるとともに、最新の情報
を提供できるようにする。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

各種の法務情報のほ
か、国の法令改廃情報
を各所属に提供した。シ
ステムの例規データを更
新した。

B
現状維持
の方向

変更なし

125 3-5-2
文書管理シス
テムの運用

継続
事業

総務課

文書の電子化により、事務
効率の向上を図る。また、市
民に対する迅速で適切な情
報提供につなげる。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

電子化を基本とした適切
な文書管理

B
現状維持
の方向

変更なし

126 3-5-3
人事給与シス
テムの運用

継続
事業

人事課

富士市・富士宮市共同電算
化事業により導入したシステ
ムを利用し、人事管理、給与
計算を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

①システム運用のため
のマニュアル整備
②SI業者（NEC）の支援
体制の確立

B
現状維持
の方向

変更なし

127 3-5-4
入退室管理シ
ステムの運用

継続
事業

デジタル推
進課

本市が管理するサーバー
ルームの入退室について、
物理的セキュリティ対策を行
うため、入退室管理システム
の運用及び定期的な更新を
行う。また、監視カメラシステ
ムとの連携を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

入退室ログの集計、不
正アクセス等の監視、監
視カメラ映像確認を実施
した。入退室管理システ
ム及び電算室監視カメラ
システム更新を行った。

A
現状維持
の方向

変更なし

128 3-5-5
庁内ヘルプデ
スクの運用

継続
事業

デジタル推
進課

共同電算事業の中でヘルプ
デスクを配置して、職員から
の各種問い合わせの受付、
一時対応を行う。また、作業
申請、作業依頼及び障害報
告などの受付、進捗管理を
行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

運用・実施 B
現状維持
の方向

変更なし

129 3-5-6
ICT-BCPの運
用

継続
事業

デジタル推
進課

大規模災害の発生などによ
り、通常業務ができない状況
となった場合に、非常時優先
業務を的確に行うことができ
るよう、情報システム部門の
業務継続計画を策定してい
る。非常時に適切な運用が
できるよう、年次訓練の実施
や計画の見直しを行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

年次訓練を8月に実施、
計画の見直し及び改定
を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

130 3-5-7

障害時におけ
る業務システ
ム利用可能環
境の構築

継続
事業

デジタル推
進課

毎日データベースのバック
アップを作成し、データセン
ターとのネットワーク障害な
ど、各種障害発生時に、住
民票・所得証明書などの発
行や各種情報の参照を可能
とする予備システムを庁内に
て稼動させる。また、通常時
とほぼ同様のシンクライアン
ト環境約200セッションを稼働
させる。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

業務系辱計画に基づく
住民情報（税・保険含
む）システム及びOAシス
テムの緊急時環境の運
用及び訓練実施

B
現状維持
の方向

変更なし

131 3-5-8

情報セキュリ
ティ対策の運
用

継続
事業

デジタル推
進課

市民の個人情報など、重要
な情報資産を様々な脅威か
ら守るため、不正アクセスや
マルウェアなどのセキュリ
ティ対策を実施する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

セキュリティ対策装置の
運用及び管理、自治体
セキュリティクラウド更新
に向けた県との打ち合わ
せや次期システム切替
の準備等を行った

B
現状維持
の方向

変更なし

132 3-5-9

情報セキュリ
ティレベルの
向上

継続
事業

デジタル推
進課

「富士市情報セキュリティポ
リシー」の遵守状況を確認
し、本市が保有する重要な
情報を漏洩等の脅威から守
るために職員のセキュリティ
レベルを向上させる。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

セキュリティ研修の開
催、セキュリティアンケー
トの実施、外部監査の実
施、内部監査の実施、不
審メール訓練の実施

B
現状維持
の方向

変更なし

133 3-5-10
セキュリティプ
リントの運用

継続
事業

デジタル推
進課

無駄な印刷を削減すると同
時に、印刷原稿の取り忘れ
などを防止し、情報漏えい事
故を削減する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

複合機の運用、印刷ロ
グの収集及び集計、効
率的な印刷方法の周知

B
現状維持
の方向

変更なし

134 3-5-11
庁内ネット
ワークの運用

継続
事業

デジタル推
進課

庁内に敷設された情報通信
ネットワークを適切に運用管
理するとともに、デジタル変
革に基づくネットワーク構成
変更を検討する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

庁内ネットワークの運用
管理及び定期監視によ
る障害検知
フィランセネットワーク更
新

B
現状維持
の方向

変更なし

135 3-5-12

情報提供ネッ
トワークシステ
ムの運用

継続
事業

デジタル推
進課

マイナンバーと関連付けられ
た特定個人情報を関係機関
の間でやり取り（情報連携）
するためのシステムを運用
できるよう、環境を維持す
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

J-LISに対して中間サー
バーPFに係る交付金を
支払う。中間サーバー通
信ネットワーク機器を設
置し維持する。

B
現状維持
の方向

変更なし
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136 3-5-13
全庁型GISの
運用

継続
事業

デジタル推
進課

各部署が保有するデジタル
地図データを、全庁で閲覧可
能なシステムを維持する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

各部署が保有するデジ
タル地図データを更新
し、全庁が閲覧可能なシ
ステムを維持した。

B
現状維持
の方向

変更なし

137 3-5-14
公会計システ
ムの運用

継続
事業

財政課

財務書類を作成するため、
財務会計システムから得ら
れる支出伝票データや固定
資産台帳データ等の情報を
活用し、効率的なシステムの
運用を行う。

実施中

組織・体
制・ルール
上の制約
があった

運用・
実施

運用・
実施

公会計システム保守、公
会計システム用ノートパ
ソコン更新、ノートパソコ
ン更新に伴うデータ移行

B
現状維持
の方向

変更なし

138 3-5-15
財務会計シス
テムの運用

継続
事業

財政課

事務の効率化、意思決定の
迅速化、適切な予算の編
成、執行を行うための基盤シ
ステムを構築・運用し、文書
管理などの関連業務と連携
するなど、安定的・効率的な
システムの運用を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

財務会計システム運用
保守、行政評価システム
運用保守、財務会計シ
ステムリース

B
現状維持
の方向

変更なし

139 3-5-16
地方債システ
ムの運用

継続
事業

財政課
地方債の借入・償還等の管
理を適切に行うため、効率的
なシステムの運用を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

起債管理システム保守 B
現状維持
の方向

変更なし

140 3-5-17

富士市公共建
築物保全管理
システムの運
用

継続
事業

資産経営課

本市が所有・管理する公共
建築物に関する情報の一元
管理、情報共有を図り、保全
工事の実施時期及び経費の
推移を示す。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

データの更新、保全に係
る経費の推計、施設カル
テの作成等

B
現状維持
の方向

変更なし

141 3-5-18
電話催告シス
テムの運用

継続
事業

収納課
自動音声電話催告システム
を運用し、市税の初期滞納
者に対する納税催告を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

自動音声電話催告シス
テムを運用し市税の初
期滞納者に対する納税
勧奨を行う。

A
現状維持
の方向

変更なし

142 3-5-19
徴収支援シス
テムの運用

継続
事業

収納課
徴収支援システムの運用を
行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

徴収支援システムを活
用することにより、効率
的に滞納整理が行えた。

A
現状維持
の方向

変更なし

143 3-5-20

預金貯金等照
会・回答業務
のデジタル化

継続
事業

収納課

行政機関から金融機関に対
して行われる預貯金等の照
会は、大量かつ多様な書面
が残る業務であるため、行
政機関と金融機関をつなぎ、
加入機関間で統一フォーマッ
トの電子データによる預貯金
等照会を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

12月末時点　調査実行
件数17,795件
効率よく大量の調査が
実行できたことにより、効
果的な滞納整理ができ
た。

A
現状維持
の方向

変更なし

144 3-5-21
インターネット
公売の活用

継続
事業

収納課特別
債権回収室

差押をした動産及び不動産
をインターネットオークション
システムで公売する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

年間6回開催され、毎回
不動産1件を出品したが
落札はなかった。動産に
ついては年間を通して14
点出品し、9件の落札が
あった。

A
現状維持
の方向

変更なし

145 3-5-22

軽自動車関係
税申告データ
エントリーシス
テムの運用

継続
事業

市民税課

静岡地方税滞納整理機構で
作成される軽自動車税申告
書データの閲覧、加工などを
行い、課税システムに反映さ
せる。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムの運用を行っ
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

146 3-5-23
固定資産税シ
ステムの運用

継続
事業

資産税課

固定資産税にかかる評価・
賦課、課税資料の整備を行
うとともに、業務効率化を図
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムの運用 B
現状維持
の方向

変更なし

147 3-5-24

家屋評価計算
システムの運
用

継続
事業

資産税課
家屋評価計算システムを運
用し、家屋の適正な評価を
行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムの運用 B
現状維持
の方向

変更なし

148 3-5-25

改製原住民票
発行システム
の運用

継続
事業

市民課

基幹系システム移行前の汎
用機の住民票データを改製
原住民票発行システムで一
元管理することにより、改製
原住民票の発行を円滑に実
施する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

改製原住民票の適正な
発行・管理を行った。
発行：12件
誤交付、トラブル等：０件

B
現状維持
の方向

変更なし

149 3-5-26
法務省連携シ
ステムの運用

継続
事業

市民課

平成24年７月の入管法の改
正に伴い、外国人住民の在
留資格などを適正に管理す
るため、LGWANを経由し、貸
与された端末により、法務省
と自治体の間で外国人住民
に係る住居地などの情報連
携を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

法務省と連携して、同シ
ステムにより外国人住民
の在留資格の適正な管
理を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

150 3-5-27
戸籍総合シス
テムの運用

継続
事業

市民課

戸籍の電子化により、平成
13年２月17日から戸籍総合
システムを導入し、現在戸
籍、改製原戸籍、除籍、戸籍
の附票などの戸籍簿に係る
適正な管理を行う。また、相
続税法第58条の通知及び人
口動態調査も同システムに
より運用する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

同システムによる戸籍
データの適正な運用管
理、システムのリース等
維持管理を行った。
なお、予定していた経費
を超過した分は、法改正
に伴うシステム改修によ
るものである。

C
現状維持
の方向

変更なし

法改正に対応す
るためのシステ
ム改修費用が増
加した。
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151 3-5-28

戸籍副本デー
タ管理システ
ムの運用

継続
事業

市民課

全国の自治体独自の戸籍シ
ステムから遠隔地にある戸
籍副本データ管理センター
内の戸籍副本データ管理シ
ステムに、法務省より貸与さ
れた専用装置を介して、
LGWAN経由で戸籍副本デー
タを送信する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

法務局と連携して、同シ
ステムによる戸籍データ
の適正な管理を行なっ
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

152 3-5-29
旅券システム
の運用

継続
事業

市民課
県の権限移譲事務である旅
券の申請受付及び交付を行
う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

旅券の発給に係る申請
の受付及び交付の運用
を適切に行った。
また、令和5年3月27日
から始まる旅券の電子
申請用端末を予定通り
導入した。

A
現状維持
の方向

変更なし

153 3-5-30

マイナンバー
カード交付関
連システムの
運用

継続
事業

市民課

マイナンバーカード交付時に
利用する顔認証システムと、
マイナンバーカードと通知
カードの裏書システムによ
り、円滑なマイナンバーカー
ド交付事務を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

商業施設や企業での出
張申請受付を行った結
果、令和4年度は過去最
大の交付数となる50,000
枚超を交付する見込み
である。実績額の増加
は、申請数の増加に対
応するため、交付事務の
一部を委託したことによ
る。

C
現状維持
の方向

変更なし

マイナンバー
カードの交付申
請数増加に対応
するため費用が
増加した。

154 3-5-31
敬老事業シス
テムの運用

継続
事業

福祉総務課

敬老祝金の贈呈、米寿記念
品の贈呈及び100歳祝支給
事業の実施に伴う対象者
データの管理を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

運用・実施 B
現状維持
の方向

変更なし

155 3-5-32

国保連連携シ
ステムの運用
（介護保険）

継続
事業

介護保険課

要介護認定などの被保険者
情報を管理する。毎月、被保
険者情報を介護保険給付の
審査支払を委託している静
岡県国民健康保険団体連合
会（国保連）に送付し、介護
サービス事業者から提出が
あった請求情報と突合審査
を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムを利用して国保
連とのデータ連携を円滑
に行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

156 3-5-33

介護保険指定
事業者等管理
システムの運
用

継続
事業

介護保険
課、高齢者
支援課

市が指定権者となる地域密
着型サービス事業者等の事
業者情報や介護給付費算定
に係る加算などの情報を管
理する。事業者から提出され
た情報を県が管理するクラ
ウドシステムに入力し、介護
給付費の審査・支払事務を
行う国民健康保険団体連合
会（国保連）と連携を図る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムを利用して事業
者の情報を管理し、県と
のデータ連携を円滑に
行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

157 3-5-34
生活保護シス
テムの運用

継続
事業

生活支援課

生活保護システムを使用し、
生活保護受給者情報の管
理、ケース対応記録の入
力、保護費の認定処理等を
行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

生活保護システムを使
用し、生活保護受給者情
報の管理、ケース対応
記録の入力、保護費の
認定処理等を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

158 3-5-35

国保連連携シ
ステムの運用
（障害者総合
支援）

継続
事業

障害福祉課

障害者などに対する自立支
援給付費支給決定情報を管
理する。毎月、自立支援給
付費支給決定情報を自立支
援給付の審査支払を委託し
ている静岡県国民健康保険
団体連合会（国保連）に送付
し、障害福祉サービス事業
者からの請求情報と突合審
査を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

毎月、前月に更新のあっ
た受給者台帳情報を送
信、台帳エラーの点検、
修正、更新後の台帳情
報の受信を当該システ
ムを経由して行ってい
る、

B
現状維持
の方向

変更なし

159 3-5-36

ふじやま学園
利用者管理シ
ステムの運用

継続
事業

障害福祉課
（ふじやま
学園）

入所児童情報や在宅児童情
報、学園日誌、寮日誌及び
打合せ記録、入所児童統計
情報の作成を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

学園運営の指定管理者
制度移行は現在、方向
性を検討中である。この
ため、引き続き、現行シ
ステムの範囲内で改良
を行いつつ事業継続とす
ると共に、指定管理者へ
の情報引継ぎについて
検討を行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

160 3-5-37

児童家庭相談
管理システム
の運用

継続
事業

こども家庭
課

情報管理や各種帳票の作
成、実績集計等を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

ケース経過記録取込、
要保護等に関する情報
共有システムに関する改
修を行い、児童家庭相
談システムの安定した稼
働と、国の「要保護児童
等に関する情報共有シ
ステム」とのデータ連携
を行った。

C
現状維持
の方向

変更なし
システム改修に
より費用が増加
した。
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161 3-5-38

ひとり親家庭
等入学祝金給
付事業の運用

継続
事業

子育て給付
課

ひとり親家庭等の児童・生徒
が小中学校へ入学するにあ
たり、入学祝金を支給する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

共同電算ツールを使用
せず福祉総合システム
で業務運用を継続した。

B
現状維持
の方向

変更なし

162 3-5-39

公害病補償管
理システムの
運用

継続
事業

保健医療課
システムの運用により、公害
病補償業務を正確かつ迅速
に行えるようにする。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムを運用して公害
病補償業務を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

163 3-5-40

特定疾患給付
システムの運
用

継続
事業

保健医療課
システムの運用により、特定
疾患給付業務を正確かつ迅
速に行えるようにする。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムを運用して特定
疾患給付業務を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし

164 3-5-41

保健総合情報
システムの運
用

継続
事業

健康政策課
 検(健)診や予防接種履歴の
確認、講座の申込み状況と
結果の管理を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

PHR利活用のためのマ
イナンバー情報連携の
ための改修を行った。
（2,153,800円）

B
現状維持
の方向

変更なし

165 3-5-42

国保連連携シ
ステムの運用
（国民健康保
険）

継続
事業

国保年金課

国民健康保険の被保険者情
報を管理する。毎月、被保険
者の情報を保険給付の審査
支払を委託している静岡県
国民健康保険団体連合会
（国保連）に送付し、医療機
関から提出のあった請求情
報と突合審査を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システム運用の安全・円
滑な実施

B
現状維持
の方向

変更なし

166 3-5-43

静岡県後期高
齢者医療広域
連合電算処理
システムの運
用

継続
事業

国保年金課
後期高齢者医療事業におけ
る電算処理を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

団塊の世代が、後期高
齢者医療保険に移行し
てきているため、保険証
等の発行件数が増加し
ている。

B
現状維持
の方向

変更なし

167 3-5-44

健診・医療・介
護等のデータ
を活用した関
連計画の推進

継続
事業

国保年金課

平成26年度から健康管理シ
ステムによるデータ管理に加
え、国保データベース（KDB）
システムと静岡県国保医療
費分析システムにより、健
診・医療・介護等のデータを
利用した分析が容易にでき
る環境が整備されている。
データベースを共有し、各課
で策定する事業計画の
PDCAサイクルの考え方によ
る事業展開や日々の業務に
相互活用していくことが求め
られることから、令和5年度
に、「富士市国民健康保険保
健事業実施計画（データヘ
ルス計画）」を策定する。

実施中
調査・
基礎
研究

調査・
基礎
研究

データヘルス計画連携
会議の開催
多職種による会議等へ
の参加

C
現状維持
の方向

変更なし

現在運用してい
る国保データ
ベースと静岡県
国保医療費分析
システムによる
健診・医療・介護
等のデータ分
析・活用につい
て調査・研究を
行った。

168 3-5-45

国保保険者標
準事務処理シ
ステム連携事
業

継続
事業

国保年金課

国保保険者標準事務処理シ
ステムを構築して、静岡県と
国保連合会と市が連携し、
法令に基づく事務処理を行
う。システム統一化により、
静岡県の定める国保運営方
針に基づく統一された運営を
可能とする。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

国保情報集約システム
の運用

B
現状維持
の方向

変更なし

169 3-5-46

看護学校学生
情報管理シス
テムの運用

継続
事業

看護専門学
校

学内管理情報ソフトを使用し
た学生情報管理を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

学内管理情報ソフトを使
用して、学生情報を一元
管理する。

B
現状維持
の方向

変更なし

170 3-5-47

環境基本計画
システムの運
用

継続
事業

環境総務課

「富士市環境基本条例」に基
づき策定された環境行政の
最上位計画である「第三次
富士市環境基本計画」の進
行管理を行う。また、「地球
温暖化対策の推進に関する
法律」に基づき策定された
「富士市地球温暖化対策実
行計画（事務事業編第三期
計画）」の進行管理も併せて
行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムの運用による進
行管理

B
現状維持
の方向

変更なし

171 3-5-48
畜犬管理シス
テムの運用

継続
事業

環境総務課
市内の畜犬の登録管理、狂
犬病予防接種の状況を管理
する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

運用継続 B
現状維持
の方向

変更なし

172 3-5-49

森林墓園管理
システムの運
用

継続
事業

環境総務課
富士市森林墓園の利用者、
使用料、利用料の管理を行
う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

運用継続 B
現状維持
の方向

変更なし

173 3-5-50

面的評価支援
システムの活
用

継続
事業

環境保全課
自動車騒音の騒音測定など
を実施し、環境基準の達成
状況を把握する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

対象路線８路線９測定点
の騒音測定等を実施し、
環境基準の達成状況を
把握した。

B
現状維持
の方向

変更なし
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174 3-5-51

大気汚染監視
システムの活
用

継続
事業

環境保全課
大気汚染の状況をテレメータ
システムを通じて常時監視
する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

大気汚染の状況を常時
監視し、環境基準の達成
状況を把握した。

B
現状維持
の方向

変更なし

175 3-5-52

農地中間管理
事業地図作成
システムの運
用

継続
事業

農政課
農地や土地改良施設などの
地図情報管理を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

農地中間管理事業にお
ける、地図作成及び農
地集積集約状況の把握
のため

B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-53

農地中間管理
事業管理シス
テムの運用

継続
事業

農政課
農地中間管理事業に関する
データ管理を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

中間管理事業の効率化
に役立っている。

B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-54
確認野帳シス
テムの運用

継続
事業

農政課
確認野帳の基礎資料となる
水田台帳のデータ管理を行
う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムの運用・実施、
農林水産省共通申請
サービス（eMAFF)への
データ移行

B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-55
農用地管理シ
ステムの運用

継続
事業

農政課

農業振興地域内の農用地区
域の情報管理及び農用地管
理システムの保守管理を行
う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムの運用・実施 B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-56

山林貸付地管
理システムの
運用

継続
事業

林政課
森林財産及び旧富士川町の
山林貸付地の契約情報をシ
ステムで管理運用する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

山林貸付地の契約情報
を適切に管理し、貸付料
の徴収や契約の相続、
譲渡、解約等の手続きを
円滑に執行できた。

B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-57

建築確認申請
支援システム
の運用

継続
事業

建築土地対
策課

建築確認申請などの台帳を
システムで管理運用する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

・確認、許可などについ
て、市で処分した物件に
ついては入力作業、民
間の確認審査機関が処
分した物件については配
信を受けた。

A
現状維持
の方向

変更なし

3-5-58

公園台帳管理
システムの運
用

継続
事業

みどりの課
公園台帳に関するデータ管
理を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システム運用（全庁型） B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-59

公営住宅管理
システムの運
用

継続
事業

住宅政策課

公営住宅管理システムを使
用し、市営住宅の入居者管
理、収納管理及び家賃算定
などを行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

マイナンバーの登録率を
向上させる。

A
現状維持
の方向

変更なし

3-5-60

富士市公共建
築物保全シス
テムの運用
(市営住宅)

継続
事業

住宅政策課

公営住宅ストック総合改善事
業に資する、公営住宅など
に関する情報をデータベー
ス（台帳整備）により、市営住
宅の維持保全のツールの一
部とする。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

データの整理、更新を実
施する。

B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-61

下水道公営企
業会計システ
ムの運用

継続
事業

上下水道経
営課

伝票などの管理、財務諸表
の作成、企業債償還情報の
管理、予算編成などを行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

会計システムを継続運
用し、財務諸表の作成を
通じ、経営成績及び財政
状況の把握を行う。伝票
類・企業債償還情報・予
算編成などの機能が、
適正に起動するように検
査・確認を行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-62

下水道固定資
産管理システ
ムの運用

継続
事業

上下水道経
営課

工事及び資産の取得情報な
どの入力管理、除却資産の
特定、減価償却費の計算等
を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

固定資産管理システム
を継続運用し、財務諸表
の作成を通じ、経営成績
及び財政状況の把握を
行う。減価償却費の計算
などの機能が、適正に起
動するように検査・確認
を行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-63

水道公営企業
会計システム
の運用

継続
事業

上下水道経
営課

伝票類の管理、財務諸表の
作成、貯蔵品の管理、予算
編成、企業債償還情報の管
理、固定資産の管理などを
行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

会計システムを継続運
用し、財務諸表の作成を
通じ、経営成績及び財務
状況の把握を行う。伝票
類・企業債償還情報・予
算編成等の機能が、適
宜に起動するように検
査・確認を行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-64

口座伝送シス
テムの運用
（上下水道）

継続
事業

上下水道営
業課、上下
水道経営課

上下水道料金の口座振替・
口座振込のデータ転送を行
う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

上下水道事業に係る料
金の口座振替および支
払経費の口座振込のた
めの伝送システムとして
運用した。

B
現状維持
の方向

変更なし
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3-5-65

下水道受益者
負担金システ
ムの運用

継続
事業

上下水道営
業課

下水道事業受益者負担金及
び分担金の賦課収納管理を
行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

下水道事業受益者負担
金及び分担金の賦課収
納管理システムの運用
維持を行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-66

下水道総合管
理システムの
運用

継続
事業

上下水道営
業課

管渠、排水設備、受益地など
のデータ更新、システム保守
及び改良を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

管渠、排水設備、受益地
などのデータ更新・シス
テム保守・システム改良
を行う。

B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-67

OCRシステム
の運用（上下
水道）

継続
事業

上下水道営
業課

OCRシステムの運用により、
収納事務・出納事務の効率
的かつ確実な執行を図る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

上下水道料金及び下水
道受益者負担金等に関
しＯＣＲシステムを運用し
た。

B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-68

管路情報管理
システムの運
用

継続
事業

水道工務課
水道施設データを登録し、水
道施設の検索・閲覧を行える
ようにする。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

新規・更新データ登録、
システム保守管理

B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-69

水道施設監視
システムの運
用

継続
事業

水道維持課

遠方監視制御システムを用
いて、水道施設の運転状態
を上水道管理センターで集
中監視する。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

水道水の安定供給に資
する監視システムの安
定運用と、そのための保
守点家業務を予定通り
実施できた。

A
現状維持
の方向

変更なし

3-5-70

終末処理場遠
方監視システ
ムの運用

継続
事業

下水道施設
維持課

システムにより、遠方から終
末処理場の状態管理を行
う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システム運用 B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-71

終末処理場等
設備台帳シス
テムの運用

継続
事業

下水道施設
維持課

終末処理場等の資産（設備）
データを蓄積し、簡易に検
索・閲覧及び修正を行えるよ
うにする。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システム運用 B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-72

道路河川占用
管理システム
の運用

継続
事業

建設総務課

道路及び河川の維持管理業
務において、道路及び河川
占用許可にかかるデータの
管理を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムの円滑な運用
に向け、システムの改善
を図る。

B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-73
土木積算シス
テムの運用

継続
事業

道路整備課
土木工事の設計価格の算出
を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

土木積算システムの契
約および運用

B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-74
営繕積算シス
テムの運用

継続
事業

施設保全課

公共建築物等の整備に係る
設計書の作成において、設
計支援システムとなる「営繕
積算システムRIBCⅡ」を用
いることにより、工事におけ
る適正な事業費の作成を行
い、効率的な事業執行を図
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

｢営繕積算システム
RIBC｣の運用、各担当用
の2ライセンスを継続取
得

B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-75

病院公営企業
会計システム
の運用

継続
事業

病院経営課

伝票管理、財務諸表の作
成、企業債償還情報の管
理、固定資産台帳の管理、
予算編成などを行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

予算編成、伝票管理、決
算調製等財務諸表の作
成、固定資産台帳管理、
企業債償還情報等の管
理

B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-76
勤怠管理シス
テム推進事業

継続
事業

病院総務課

自動打刻システムの導入に
より、出退勤管理及び各種
データ活用による残業・自己
研鑽・休暇等の管理を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

自動打刻システムの
データ分析およびその他
の残業・自己研鑽・休暇
等管理システムの検討

A
現状維持
の方向

変更なし

3-5-77

ICTを活用した
中央病院診療
情報システム
の管理運用

継続
事業

医事課

電子カルテ、各部門システム
等情報システムやその通信
ネットワークなど、中央病院
における診療情報システム
安定運用のための管理運用
を行う。併せてセキュリティ対
策も実施する。

実施中
導入
準備

導入
準備

令和６年５月システム更
新に向け、令和５年度当
初予算に令和５年度か
ら６年度までの期間の債
務負担行為として、シス
テム更新費用を設定し
た。

C
現状維持
の方向

変更なし
予算の前倒しに
より費用が増加
した。

3-5-78

口座伝送シス
テムの運用
（会計室）

継続
事業

会計室
税・料の口座振替・口座振込
のデータ伝送を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

税・料の口座振替・口座
振込のデータ伝送サー
ビスシステムを運用す
る。

B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-79

指定金融機関
日計・移替シ
ステム及び
OCRシステム
の運用

継続
事業

会計室
システムによる指定金融機
関日計・移替及びOCRの運
用を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

指定金融機関日計・移
替システム及びOCRシス
テムを運用する。

A
現状維持
の方向

変更なし

3-5-80 校務のICT化
継続
事業

学校教育課

統合型校務支援ソフトを整
備し、小中学校教職員１人に
１台校務用パソコンを配備す
る。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

・校務用パソコン及び校
務支援ソフトの効果的な
活用につながる研修会
の実施や文書の共有化
を行った。
・新デジタル校務の導入
を行った。

B
現状維持
の方向

変更なし
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3-5-81
学籍管理シス
テムの運用

継続
事業

学務課

学齢児童生徒の学籍の管理
を行う。また、要保護及び準
要保護児童生徒就学援助
費、特別支援教育就学奨励
費の認定支給にかかる管理
を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

システムの継続運用 B
現状維持
の方向

変更なし

3-5-82
選挙管理シス
テムの運用

継続
事業

選挙管理委
員会事務局

システムにより、投開票事務
の効率的かつ適正な管理執
行を行う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

参議院議員通常選挙の
執行、各種選挙集計の
実施およびルータ更新

C
現状維持
の方向

変更なし

国政選挙に合わ
せてルーターを
更新したことによ
り費用が増加し
た。

3-5-83

農地台帳管理
システム及び
農地地図情報
システムの運
用

継続
事業

農業委員会
事務局

農地台帳に記録する農地な
どの情報の随時把握及び的
確な補整を行う。また、台帳
管理システムと連動して、農
地の面的把握と地図との一
元管理による事務の円滑化
及び効率的な農地管理を行
う。

実施中
運用・
実施

運用・
実施

農地情報を的確かつ迅
速に処理し、台帳管理業
務の効率化を行う。

B
現状維持
の方向

変更なし


